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8 月 末 に、環 境 省 および農 林 水 産 省 は、財 務 省 に対 し 2 回 目 の炭 素 税 /環

境 税 導 入 を 伴 う 税 制 改 正 要 望 を 行 っ た 。 一 方 、 小 泉 首 相 の 意 向 も あ り 、 議 員

や省 庁 による特 別 会 計 の見 直 し作 業 が活 性 化 し始 めた。12 月 の税 制 改 正 大

綱 策 定 に 向 け て 、 政 策 担 当 者 の 間 で 、 炭 素 税 / 環 境 税 導 入 議 論 と 特 別 会 計

改 革 議 論 が絡 みあいながら、本 格 化 しつつある。 

以 下 、炭 素 税 研 究 会 は、炭 素 税 /環 境 税 および特 別 会 計 のあり方 に関 す る

提 案 を行 う。  

 

１．特 別 会 計 見 直 しと炭 素 税 /環 境 税  

 

 現 行 エ ネ ル ギ ー 諸 税 を 原 資 と す る 特 別 会 計 は 、 課 税 ・ 使 途 の 両 面 で 問 題 が

多 く、改 革 が必 要 と常 々考 えられてきたので、その見 直 し議 論 が再 び盛 り上 がっ

てきた点 については歓 迎 する。 

 ただし、現 行 エネルギー諸 税 関 連 の特 別 会 計 の議 論 と環 境 税 導 入 の議 論 の

組 み合 わせに関 しては注 意 が必 要 であり、それらのトータルなあり方 について、以

下 のように提 案 する。 

 

① 課 税 率 は、現 行 水 準 より大 幅 に強 化 する。 

 現 行 の税 率 水 準 を下 げれば、エネルギー諸 税 が発 揮 している CO2 排 出 抑 制

の価 格 インセンティブ効 果 が減 少 し CO2 排 出 増 につながり、更 に社 会 的 費 用 負

担 の 観 点 か ら も 許 さ れ ず、 更 な る 強 化 が 必 要 で あ る 。 新 た な 炭 素 税 / 環 境 税 を

導 入 するか、既 存 エネルギー税 の一 定 部 分 を炭 素 含 有 量 に対 応 する税 率 に組

み 替 え 、 現 行 税 率 よ り 引 き 上 げ て 炭 素 税 / 環 境 税 化 す る 形 で 、 化 石 燃 料 全

【要旨 】 

●CO2 削減のための課税効果を強化すべく、エネルギー課税の税率は現

行よりも上げるべきである。エネルギー税の使途の組み換えは重要だ

が、それだけで炭素税 /環境税議論を終わらせてはならない。  

●原油高は炭素税導入を躊躇する理由にはならない、経済影響はほとん

どなく価格効果は確かにある。  

●軽減措置は、 CO2 削減が確実に行われていることを条件としなければ

ならない。  

●税収中立を基本とし、一部を温暖化対策に充当する場合、使途を精査

しなければならない。  
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体 への課 税 を強 化 しなければならない。 

 

➁  CO2 排 出 増 を促 す特 別 会 計 予 算 は削 減 し、一 般 財 源 化 すべきである。 

 現 行 エ ネルギー 税 関 連 の 特 定 財 源 ・特 別 会 計 は、道 路 建 設 ・ 石 油 開 発 ・空

港 建 設 など CO2 排 出 増 を促 す使 途 に多 く使 われており、このような予 算 は大 幅

に削 減 し一 般 財 源 化 すべきである。そして、必 要 な使 途 は、一 般 財 源 の中 で、

他 の施 策 と比 較 して優 先 度 が高 いものから支 出 すべきである。 

 

③使 途 の一 部 を一 般 財 源 へ組 み換 えて温 暖 化 対 策 に使 用 することは、炭 素 税

/環 境 税 の導 入 を意 味 しない。 

現 在 、 石 油 特 別 会 計 や 道 路 特 定 財 源 の 一 部 を 一 般 財 源 へ 組 み 換 え て 温

暖 化 対 策 予 算 に充 てるようにし、それに「環 境 税 」という名 称 を冠 することで、もっ

て「環 境 税 を導 入 した」ことにしようという動 きが見 られる。使 途 の変 更 は良 いこと

だが、これでは追 加 的 な価 格 インセンティブ効 果 を生 じる訳 ではないので、「炭 素

税 / 環 境 税 を 新 た に導 入 し た」ことにはならな い。使 途 の組 み 換 えだけで、炭 素

税 /環 境 税 議 論 を終 わらせることは断 じて許 されない。 

 

２．原 油 高 と炭 素 税 /環 境 税  

 

そもそも、様 々な市 場 要 因 によって意 図 せずに生 じる原 油 価 格 の上 昇 と、政

策 として制 度 設 計 されて導 入 する炭 素 税 とは、構 造 的 に全 く異 なるものである。 

① 炭 素 税 は原 油 高 と異 なり経 済 への影 響 はほとんどなく、原 油 価 格 の高 低 に

よる経 済 影 響 の差 はない 
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炭 素 税 導 入 の経 済 への影 響 は原 油 価 格 が高 いと大 きい訳 ではなく、高 低 と

は関 係 ない。適 切 に制 度 設 計 された炭 素 税 は原 油 高 と異 なって経 済 （景 気 ・市

民 生 活 ）への影 響 はほとんどなく、プラスマイナスほぼ中 立 的 である。 

 

② 炭 素 税 の CO2 削 減 効 果 は原 油 高 よりはるかに強 力 であり、価 格 による削 減

効 果 は確 かにある 

直 ちに化 石 燃 料 消 費 （CO2 排 出 ）量 が減 らないのは当 然 で、短 期 と中 長 期

に 分 け て 見 る べき であ り、 価 格 による 削 減 効 果 は 確 か に あ る。 当 た り 前 だ が、 政

策 とし て 導 入 され る炭 素 税 の方 が、 原 油 高 よ りはるかに強 力 な 削 減 の 価 格 イン

センティブ効 果 がある。なお今 排 出 量 （消 費 量 ）が減 っていないのは、経 済 要 因

（好 況 による生 産 量 の多 さ）の影 響 もある。 

 

 以 上 見 たように、原 油 高 は炭 素 税 /環 境 税 導 入 を躊 躇 する理 由 にはならない。

炭 素 税 導 入 の検 討 を加 速 すべきである。 

 

３．炭 素 税 /環 境 税 の軽 減 措 置 の留 意 点  

  

炭 素 税 / 環 境 税 導 入 に 伴 う 激 変 の 可 能 性 を 緩 和 す る た めに 、 あ る いは 国 際

競 争 力 へ の影 響 を 懸 念 する 意 見 に 配 慮 し、 必 要 最 小 限 の範 囲 で 税 を 軽 減 す

ることはやむをえまい。その軽 減 措 置 における主 要 な留 意 点 として、以 下 のことが

挙 げられる。 

 

① 軽 減 措 置 は、温 暖 化 対 策 の実 施 を条 件 としなければならない。 

 CO2 削 減 努 力 を行 わない主 体 に対 しての無 制 限 な軽 減 措 置 は、他 の税 納 付

者 との公 平 性 の観 点 から認 められない。温 暖 化 対 策 が確 実 に行 われているとい

う担 保 が必 要 である。2004 年 の自 民 党 環 境 部 会 ・農 林 水 産 部 会 環 境 税 提 案

についても「一 定 の削 減 努 力 が行 われている場 合 軽 減 又 は還 付 」との記 載 があ

る。軽 減 措 置 を実 施 する際 には、英 国 などのように、対 象 となる企 業 が、一 定 以

上 の CO2 削 減 を約 束 し、実 行 することを条 件 に、税 の軽 減 を行 う「条 件 付 軽 減

措 置 」制 度 を実 施 すべきである。 

 

➁  軽 減 措 置 は、極 めて限 定 的 に適 用 されるべきである。 

 産 業 への激 変 緩 和 という点 では、エネルギー集 約 度 が基 準 として考 えられ、国

際 競 争 力 については、輸 出 入 割 合 が基 準 として考 えられる。現 在 提 案 されてい

る炭 素 税 /環 境 税 の諸 提 案 程 度 の課 税 額 を前 提 とした場 合 、出 荷 額 に占 める

税 負 担 の 割 合 が 大 きいエ ネ ルギ ー 集 約 型 産 業 に軽 減 対 象 業 種 を 限 定 する の

が適 当 である。軽 減 措 置 は、経 団 連 の自 主 行 動 計 画 ではなく、せめて、省 エネ

法 で 要 請 され て い る 努 力 目 標 を 達 成 する こ とを 条 件 と す る など 、 極 め て 限 定 的
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に適 用 されるべきである。 

 

③ 透 明 性 を確 保 すべきである。 

他 の全 ての主 体 が支 払 う税 を軽 減 する特 例 を許 すのであるから、透 明 性 の確

保 は必 須 であり、削 減 目 標 の遵 守 状 況 を監 視 するために、第 三 者 機 関 によるモ

ニタリングシステムを用 意 することが必 要 である。 

 

４．税 収 使 途 の留 意 点  

 

① 炭 素 税 /環 境 税 は、税 収 中 立 を中 心 とした制 度 設 計 にすべきである。 

 炭 素 税 /環 境 税 の税 収 の扱 いは制 度 設 計 上 重 要 であ り、基 本 的 には、税 収

を他 の税 の減 税 や社 会 保 障 負 担 の軽 減 などに充 てる税 収 中 立 を基 本 とした制

度 設 計 とすべきである(ただし、税 収 活 用 による削 減 効 果 が確 認 できれば、一 部

を温 暖 化 対 策 に充 当 することも考 えられる)。 

 

➁  温 暖 化 対 策 費 は、使 途 の精 査 を行 わなければならない。 

既 存 の年 間 1 兆 円 を超 える国 の温 暖 化 対 策 予 算 は、効 果 の検 証 が極 めて

不 十 分 である。炭 素 税 /環 境 税 の税 収 が温 暖 化 対 策 費 に充 てられる場 合 、現

状 では、温 暖 化 対 策 という名 目 のもと、かえって環 境 負 荷 を増 やしたり、効 果 が

全 く期 待 できない予 算 に振 り分 けられる可 能 性 がある。温 暖 化 対 策 に充 当 する

場 合 に は 、( 狭 い 意 味 で の 利 害 関 係 を 含 ま ない ) 第 三 者 機 関 に て 精 査 し 、 CO2

排 出 削 減 効 果 が認 められたもののみ充 当 されるべきである（環 境 税 の公 明 党 環

境 部 会 案 においても、税 収 使 途 の温 暖 化 対 策 財 源 については、「削 減 量 を確

実 なものとするため、使 途 による削 減 量 について毎 年 検 証 する仕 組 みを検 討 す

る」と、具 体 的 に言 及 している）。 

道 路 特 定 財 源 やエネルギー関 連 特 別 会 計 (電 特 特 会 と石 特 特 会 )なども、温

暖 化 対 策 費 の使 途 を精 査 する体 制 を強 化 することを前 提 とし、環 境 負 荷 の大 き

い財 政 支 出 を減 らし、それによって生 じた新 たな財 源 を温 暖 化 対 策 に一 部 振 り

向 けていくことが重 要 である。 

以上  
 

【 炭 素 税 研 究 会 】  

「 環 境 ・ 持 続 社 会 」 研 究 セ ン タ ー ( J A C S E S ) 、 気 候 ネ ッ ト ワ ー ク 、 W W F ジ ャ パ ン 、 持 続 可 能 社 会 研 究

会 、 グ リ ー ン ・ フ ォ ワ ー ド 等 の N G O メ ン バ ー 、 研 究 者 、 税 理 士 、 企 業 人 等 で 構 成 。 地 球 温 暖 化 に 対 処

す る 炭 素 税 の 早 期 導 入 に 向 け 、 研 究 ・ 提 言 活 動 を 行 う 。  

炭 素 税 研 究 会 事 務 局 ： 「 環 境 ・ 持 続 社 会 」 研 究 セ ン タ ー （ J A C S E S ）  担 当 ： 足 立  
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